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東アジアのどの FTA が効果的か～ACFTA/AFTA や

日本の EPA を利用したサプライチェーンの形成を探る～ 

高橋 俊樹 Toshiki Takahashi 

(一財) 国際貿易投資研究所 研究主幹 

 

論  文       

 

要約 

・タイにおいて、関税削減効果（通常の輸入で支払う関税率（MFN 税率）

と FTA 利用時に課せられる FTA 税率との差）が最も高いのは AFTA を

活用した ASEAN からの輸入で、次いで日タイ EPA（JTEPA）を利用し

た日本からの輸入、そして 3 番目は ASEAN 中国 FTA（ACFTA）を使っ

た中国からの輸入になる。 

・インドネシアの輸入では、AFTA であろうと、日インドネシア EPA（JIEPA）

であろうと、ACFTA であろうと、関税削減効果に差はない。 

・中国/ASEAN/日本から FTA を利用してインドネシアかタイのどちらへ持

ち込むかというサプライチェーンを検討する場合、関税削減効果という

面では、いずれの FTA/EPA でもタイの方がインドネシアよりも大きい

ので、タイの方が勝っている。 

・しかし、両国が FTA を利用して中国から輸入する場合においては、ASEAN

や日本からの輸入と違い、実際にインドネシアの税関へ支払う関税率

（FTA 税率）はタイよりも倍以上も低い。 

・つまり、中国からタイとインドネシアのどちらへ持ち込むかというサプ

ライチェーンの決定においては、インドネシアは平均的には関税コスト

が低い分だけタイよりも有利である。 

・米（コメ）や乗用車などの代表的な 25 品目の中で、JTEPA を使ったタ

イの日本からの輸入における関税削減効果の方が、ACFTA や AFTA を利
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用したタイの中国・ASEAN からの輸入よりも高い品目は、印刷機・部

品と自動車部品の 2 品目である。 

・JTEPA を利用したタイの日本からの 25 品目の輸入で、ACFTA/AFTA の

両方かいずれかと同等の高い関税削減効果を持つ品目は、トマト、かぼ

ちゃ、メロン、りんご、梨、イチゴ、清酒、T シャツ等の肌着、手工具、

金属鋳造業鋳型枠等、カラーテレビ、電気回路用の機器・光ファイバー

用の接続子、電気制御用・配電用パネル、写真機、の 14 品目である。

これらは、タイをハブとする日本と東アジアとのサプライチェーンを形

成する品目になりうる。 

 

はじめに 

 

本稿の分析は、東アジアにおける

FTA/EPA の中で、どれを活用すれば

日本企業にとって効果的に関税を削

減できるのかを探っている。そして、

タ イ や イ ン ド ネ シ ア の よ う な

ASEAN において、どの FTA/EPA を

利用してサプライチェーンを築けば、

関税削減において有効なのかを明ら

かにしようとしている。 

 

１．ACFTA/AFTA の効果は日本の

EPA を上回るか 

 

（1）広がる東アジアでの FTA の

動き 

現在、東アジアには色々な FTA が

ある。日本企業を含めて 90 年代前半

から活用され続けているものとして、

ASEAN 域内の FTA である AFTA

（ASEAN 自由貿易地域）がある。

そして、今日では「ASEAN＋1」と

呼ばれる ASEAN とその域外 1 ヵ国

との FTA も広く利用されている。 

「ASEAN＋1」の動きを遡ってみ

ると、90 年代後半まで、そもそも

ASEAN は域外との FTA に対してそ

れほど積極的ではなかった。2002 年

の日本‐シンガポール FTA が結ば

れるまではAFTAが主要な FTAであ

った。90 年代後半において、WTO

多国間の自由化交渉が進展しない中、

東アジア地域も輸出機会の拡大を狙

い、FTA に舵を切りつつあった。1999

年には、シンガポールが日本に積極
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的なアプローチを行い、翌年には両

国の間で FTA 交渉開始が合意され

た。 

この日本の動きに敏感に反応した

のが中国である。2000 年には当時の

朱鎔基首相が ASEAN 側に FTA 構想

に向けた作業部会の設置を提案。翌

年の 2001年にはASEANと中国間の

FTA の構築で両国は合意した。

ASEAN・中国間の FTA 交渉開始の

合意は難しいと見ていた周辺国は、

この動きに驚きを禁じ得なかった。

中国の ASEAN 接近を契機に、

ASEAN を巡る FTA 構築の動きは活

発化していった。 

2002 年の ASEAN インド首脳会議

では、10 年以内に FTA の締結に向

けた話し合いを進めていくことが決

まった。日本は 2003 年、日本 ASEAN

包括的経済連携枠組みを締結し、

2005年からASEANとの FTA交渉を

開始している。韓国・オーストラリ

ア・ニュージーランドも、2005 年

早々に ASEAN との FTA 交渉の開始

で合意している。 

したがって、今日では、ASEAN

は中国、韓国、日本、インド、豪・

NZ との間でそれぞれ「ASEAN+1」

を締結している。本稿の分析では、

「ASEAN＋1」の中から ASEAN 中

国 FTA（ACFTA）、及び ASEAN と

日本との EPA（経済連携協定）を取

り上げているし、同時に AFTA を加

え、これらの 3 つの FTA/EPA におけ

る関税削減効果を比較している。 

ACFTA の効果を分析する時、本稿

では、対象国は中国、インドネシア、

タイの 3 カ国である。ACFTA の分析

では、中国の数値は ASEAN からの

輸入における関税削減効果を表して

いるし、インドネシア・タイの数値

は中国からの輸入の効果を示してい

る。 

AFTA の効果分析では、インドネ

シアとタイを取り上げている。AFTA

の分析では、この 2 ヵ国の他の

ASEAN からの輸入における関税削

減効果を求めている。 

日本の分析では、日本とインドネ

シア、日本とタイとの相互の貿易に

おける関税削減効果を計算している。

日本とインドネシアとの間では、日

インドネシア経済連携協定（JIEPA）

が結ばれており、本稿では、その関

税削減効果を計算している。日本と

タイとの相互貿易においては、日タ
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イ EPA（JTEPA）の効果を分析した。

また、同時に、日本の中国からの輸

入における一般特恵関税（GSP）の

効果も求めている。 

すなわち、本稿においては、

ACFTA や AFTA のような日本にと

って「第 3 国間における FTA を活用

した場合の効果」と、日本が相手国

と直接結んだ「2 国間の EPA の効果」

を比較し、どの FTA/EPA の効果が大

きいのかを検証している。 

この比較分析を自動車部品などの

細かな品目までブレイクダウンすれ

ば、日本企業が自社の商品等を東ア

ジアのどの国で生産しどの国に持ち

込めば最も関税コストが軽減される

のかを把握することができる。つま

り、細かな品目での関税削減効果を

FTA 別に比較することにより、日本

企業は東アジアでのサプライチェー

ンを形成することが可能になる。 

 

（2）タイ・インドネシアの輸入

で ACFTA/AFTA に匹敵する

日本の EPA 効果 

ACFTA、AFTA、及び日本の EPA

の効果分析の結果を国別にまとめた

ものが図 1 である。図 1 では FTA 効

果の指標として「関税削減率」を取

り上げている。一般的には、FTA を

利用すれば、輸入する多くの品目で

関税率を下げることができる。「関税

削減率」は、関税率を下げることに

よって得られる関税削減額が輸入額

に対してどれくらいの割合になるか

を示している。 

例えば、1,000 円の品物を輸入する

時、通常支払う関税率（MFN 税率）

が 10％のところを、FTA を利用した

時の関税率（FTA 税率）を 0％にで

きるとする。この場合の関税削減額

は 1,000 円の 10％分（MFN 税率 10％

－FTA 税率 0％）の 100 円である。

そして、関税削減率は、10％（関税

削減額 100 円÷輸入額 1,000 円）で

ある。したがって、関税削減率が大

きければ大きいほど輸入額に対する

関税削減額の割合が大きいので、そ

の分だけ関税削減効果が大きいとい

うことになる。 

図 1 のように、ASEAN と中国間

の FTA である ACFTA における関税

削減率を見てみると、タイの中国か

らの輸入では全品目平均で 5.4％で

あるのに対し、中国の ASEAN から

の輸入では 2.7％であった。これは、
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タイが中国から 100 万円輸入すると

すれば、平均的には 5.4 万円関税を

削減できるのに対し、中国が ASEAN

から 100 万円輸入する時は 2.7 万円

しか関税を削減できないことを意味

している。 

つまり、ACFTA においては、

ASEAN 側であるインドネシアやタ

イが中国から輸入した方が、平均的

には中国が ASEAN から輸入する場

合よりも関税削減効果が大きい。

ASEAN と中国間の貿易においては、

どうやら中国から ASEAN 向けに輸

出した方が、関税額を引き下げる大

きさでは有利なようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ACFTA/AFTA/EPA における関税削減効果の国別比較(2014 年) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）関税削減率＝関税削減額÷輸入額、「関税削減率」は、FTA を利用して関税

率を下げることによって得られる関税削減額が輸入額に対してどれくらい

の割合になるかを示している。関税削減率が大きければ大きいほど輸入額

に対する関税削減額の割合が大きいので、その分だけ関税削減効果が大

きい 
（資料）各国関税率表、各国 TRS 表（Tariff Reduction Schedule）、Global Trade Atlas

（GTA）GTI より作成 
 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


東アジアのどの FTA が効果的か 

季刊 国際貿易と投資 Autumn 2015/No.101●119 

次にACFTAとAFTA及び日本との

EPA の効果を比べてみると、図 1 の

ように、タイの場合は、ASEAN から

の輸入における AFTA 利用の関税削

減率が最も大きく（6.8％）、次いでタ

イの日本からの輸入における JTEPA

の効果が大きい（6.3％）。最も低いの

はタイの中国からの輸入における

ACFTA の効果（5.4％）であった。 

インドネシアの場合は、ACFTA 及

び日本からの輸入における JIEPA の

関税削減率は 4.3％で、AFTA の場合

は 4.2％であった。インドネシアでは、

タイの場合と違って ACFTA/AFTA

と日本との EPA の効果には大差が

ない。 

また、図 2 のように、日本の中国・

インドネシア・タイのそれぞれから

の輸入における EPA/GSP の関税削

減率は、図 1 と違って非常に低い値

となる。日本の中国からの輸入にお

ける GSP の関税削減率は 0.2％であ

り、JIEPA を使ったインドネシアか

らの輸入では 0.7％、JTEPA を使っ

たタイからの輸入でも 1.3％にすぎ

なかった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 日本の中国、インドネシア、タイからの輸入の関税削減効果(2014 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）図 1 と同様 
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（3）関税削減効果以外の要因で

決まるインドネシアのサプ

ライチェーン 

図 1 と図 2 の結果から、日本企業

が ACFTA や AFTA 及び EPA を活用

する場合、どのような点に留意する

必要があるのであろうか。まず、周

辺国からタイへ輸出する場合は、

ASEAN からタイへ持ち込んだ方が

最も関税額を削減できる。しかも、

平均的には日本からタイへ持ち込む

方が、中国からタイへ輸出する場合

よりも関税削減効果が高い。タイの

輸入に関しては、中国からの輸入で

の ACFTA 効果よりも、日本からの

輸入の EPA 効果の方がやや効果的

なのだ。 

これに対して、インドネシアの場

合は、タイと違って、ASEAN や日

本から持ち込もうと、あるいは中国

から持ち込もうと、関税を削減する

効果において大差はない。これは、

周辺国からインドネシアへ製品を持

ち込む場合は、関税削減効果という

面では優劣はないので、その以外の

要因を考慮しなければならないこと

を意味している。 

周辺国からインドネシアかタイの

どちらへ持ち込むかというサプライ

チェーンの問題では、FTA の関税削

減効果という面だけでは、タイの方

が有利である。もちろん、図 1 の関

税削減率は 8.000～10,000 品目もの

細かな品目を加重平均で積み上げた

平均的な数値であり、個別の品目に

よっては逆の結果となるケースもあ

る。 

図 2 の日本の中国や ASEAN から

の輸入における関税削減効果の低さ

はドラスチックな結果であるが、ジ

ェトロの「2014 年度日本企業の海外

事業展開に関するアンケート調査」

によると、日本の ASEAN からの輸

入における FTA の利用率は、日本の

ASEAN 向け輸出における FTA の利

用率よりも高いという結果になって

いる。日本の ASEAN への輸出にお

ける関税削減効果の方が日本の

ASEAN からの輸入よりも高いにも

かかわらず、実態は日本の ASEAN

からの輸入の FTA 利用率の方が高

いのだ。日本の ASEAN 向け輸出で

の FTA 利用率を引き上げることが

喫緊の課題である。 

そのためには、一般的には FTA の

メリットは輸入者に属するが、それ
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を輸出側も得られるような対策が必

要である。例えば、輸出価格を引き

上げて、輸入側の FTA メリットの 1

部を輸出側に還元することが考えら

れる。実際に、ACFTA を利用する時

に輸出側は輸出価格を引き上げてい

るようである。 

 

（4）AFTA よりも高い ACFTA/EPA

（日本）利用時の関税率 

これまで説明してきた図 1 や図 2

からもたらされる結論は、あくまで

も関税の削減効果（関税削減率）と

いう面から得られたものである。と

ころが、関税削減効果が大きくても、

実際に FTA を利用した時に支払う

関税率（FTA 税率）が他の FTA より

も高く、関税削減の効果を実感でき

ない場合がある。 

例えば、図 3 は中国、インドネシ

ア、タイの輸入において、FTA を使

わない時に通常支払う関税率（MFN

税率）と ACFTA/AFTA/EPA（日本）

を利用した時に課せられる FTA 税

率を示している。図 1 のように、イ

ンドネシアの関税削減効果を示す関

税削減率は ACFTA/AFTA/EPA（日

本）の利用において同等であった（こ

れら 3つの FTAのそれぞれの関税削

減率は、図 3 において対応する FTA

の MFN 税率と FTA 税率の差（関税

率差）にほぼ等しい）。しかし、図 3

のように、インドネシアにおいて

ACFTA/AFTA/EPA（日本）を利用す

る場合、実際に税関で支払う FTA 税

率はそれぞれ異なる。 

すなわち、図 3 の中央に位置する

インドネシアの場合、ASEAN から

の輸入で AFTA を利用した時に支払

う関税率（AFTA 税率）は 0.2％であ

るが、中国からの輸入で ACFTA を

利用した時の関税率（ACFTA 税率）

は 1.1％であり、日本からの輸入で

EPA を利用した時の JIEPA 税率は

2.0％にもなる。 

したがって、インドネシアの輸入

において、AFTA を利用した場合に

支払う FTA 税率はほとんど 0％に近

いが、日本との EPA を利用した場合

は、関税削減効果は AFTA と変わら

ないものの、実際に税関に支払う

FTA 税率は AFTA よりも約 2％も高

いことになる。 

このように、インドネシアにおい

ては、日インドネシア EPA（JIEPA）

の FTA 税率が相対的に AFTA や
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ACFTA よりも高く、その分だけイン

ドネシアの日本からの輸入のハード

ルが高いことになる。図 3 のように、

タイにおいても、AFTA の FTA 税率

はほとんど 0 に近いが、ACFTA と

JTEPA の FTA 税率は 2％台であり、

その分だけ輸入を阻害する要因にな

りうる。 

インドネシアに生産を集約するサ

プライチェーンを考える時、周辺国

からの調達で FTA を活用するかど

うかを決断しようとしている企業は、

FTA を活用すればどれだけ関税削減

効果があるかどうかを確認し、FTA

利用のコストと比較して FTA を利

用するかどうかを判断する。この時

には、関税削減効果を表す関税削減

率（≒関税率差＝MFN 税率－FTA 税

率）の大きさが判断をする上での大

事なポイントになる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 中国・インドネシア・タイの FTA 別の平均関税率 

（2014 年、加重平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）図 1 と同様
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そして、企業が関税削減効果を確

認し、FTA/EPA の活用を決断したと

する。その企業が、既に東アジアで

幾つかの進出拠点を持っていて、ど

の進出先からインドネシアに輸出を

するかを判断する場合、その他の条

件を無視して FTA 効果だけを考え

ると、一般的には ACFTA/AFTA など

における FTA 税率を比較して低い

方の FTA の利用を選択することに

なる。 

ACFTA よりも AFTA の FTA 税率

の方が低ければ、AFTA を活用して

ASEAN から調達する可能性が高く

なる。したがって、関税削減率に加

えて、FTA 税率の水準もサプライチ

ェーンを形成する時の重要な判断指

標となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 日本の中国、インドネシア、タイからの輸入の平均関税率 

（2014 年、加重平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）図 1 と同様 
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この FTA 税率が FTA 毎に異なる

理由の 1 つとして、AFTA の発効は

1993 年からであるが、ACFTA は

2005 年、JIEPA は 2008 年、JTEPA

は 2007 年からであり、発効から段階

的に引き下げる関税削減スケジュー

ルの差が表面化していることが考え

られる。したがって、今後はこの格

差が徐々に縮小するであろうが、

ACFTA や JIEPA/JTEPA においては

関税削減スケジュールを前倒しする

努力が求められる。 

一方、日本の中国・インドネシア・

タ イ か ら の 輸 入 に お け る

GSP/JIEPA/JTEPA を利用した時の

MFN 税率と FTA 税率を見たものが

図 4 である。図 4 のように、日本の

インドネシア・タイからの輸入で

EPAを利用した時のFTA税率は低い

が、中国からの輸入で一般特恵関税

（GSP）を利用した時の FTA 税率は

2.4％と高い。中国への GSP 適用に

おいては、多くの品目は卒業し、

MFN 税率とあまり差がなくなって

いる。 

 

２．タイとインドネシアの FTA 別

業種別の関税削減効果に違

いはあるか 

 

（1）タイの輸送機械・部品の輸

入では ACFTA の効果が低い 

これまでは、1 国全体の FTA 利用

の効果を見てきたが、実際には本稿

での国全体の関税削減率は貿易統計

や関税率表における最も細かな品目

から積み上げることによって計算さ

れている。各国で 8,000 品目～10,000

品目に達する対象品目を、最も細か

な品目分類（HS）の 8 桁の段階から

6 桁、4 桁、2 桁と加重平均で積み上

げて行き、2 桁の分類を基に 14 の業

種分類別に関税削減率を計算した。

14 の業種は東アジアの関税削減効

果の分析用に分類化したものである。 

図5は14の業種別にタイにおける

ACFTA/AFTA/EPA の関税削減率を

描いたものである。前述のように、

タイの全品目を平均化した関税削減

効果は AFTA、JTEPA、ACFTA の順

で大きい。これらのタイの FTA 効果

の全体的な傾向を業種別に見てみる

と、図 5 のように関税削減効果が大

きいのは農水産品、食料品・アルコ
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ール、皮革・ハンドバック等、輸送

用機械・部品、雑製品である。この

中で、雑製品は「家具・寝具、玩具、

ほうき・ブラシ、ペン、美術品」な

どの品目を含んでいる。 

タイの日本からの輸入で EPA

（JTEPA）の効果が高い業種は、輸

送用機械・部品と食料品・アルコー

ル、及び雑製品である。タイが日本

から輸送用機械・部品を輸入する場

合の FTA 税率（JTEPA 税率）は 6.6％

と比較的高いが、MFN 税率が 26.2％

もあるため、両者の差分である関税

削減効果が高くなっている。食料

品・アルコールも、JTEPA 税率が

7.5％と高いが、MFN 税率も 20.2％

と高いため、FTA 効果が高い。 

これに対して、タイの AFTA を利

用した ASEAN からの輸入の関税削

減効果が高いのは、農水産品と輸送

用機械・部品である。ACFTA を活用

したタイの中国からの輸入では、農

水産品、皮革・ハンドバック等の FTA

効果が高い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ タイの業種別輸入における ACFTA(中国)/AFTA(ASEAN)/ 

JTEPA(日本)の効果(2014 年、関税削減率、加重平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）図 1 と同様
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輸送用機械・部品の分野で、タイ

は ACFTA でも AFTA でも高い MFN

税率を課しているが、AFTA では

FTA 税率を 0％に下げているのに対

し、ACFTA では 9.6％もの高い FTA

税率を課している。つまり、2014 年

の時点では、輸送用機械・部品分野

における中国からタイへのサプライ

チェーンは、関税削減効果の面では

他の FTA よりもあまり効果的では

ない。 

 

（2）インドネシアの ASEAN と日

本からの輸入でFTA効果が高

い輸送機械・部品 

図 6 のように、インドネシアが

ACFTA を利用して中国から輸入す

る場合、関税削減効果が高い業種は

繊維製品・履物と雑製品である。こ

れらの分野においては、いずれも

MFN 税率は 10％程度と高いが、FTA

税率が 1％台と低いことが背景にあ

る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ インドネシアの業種別輸入の ACFTA(中国)/AFTA(ASEAN)/ 

JTEPA(日本)の効果(2014 年、関税削減率、加重平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）図 1 と同様 
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インドネシアが ASEAN から輸入

する場合は、関税削減効果が最も高

いのは輸送用機械・部品である。

MFN 税率は 21.2％にも達するが、

FTA 税率は 0％であるからだ。その

他に関税削減効果が高い業種として

は、雑製品、プラスチック・ゴム製

品が挙げられる。 

インドネシアが JIEPA を使って日

本から輸入する場合は、やはり輸送

用機械・部品の効果が高いし、皮革・

ハンドバッグ等、雑製品も効果的で

ある。輸送用機械・部品の FTA 税率

は 4.5％とやや高めだが、MFN 税率

は 14.2％とそれ以上に高い。皮革・

ハンドバッグ等は FTA 税率が 0.2％

と低いが、MFN 税率は 8％であるた

め、その差分である関税削減効果は

他の業種よりも高くなっている。 

 

３．関税削減効果から見たタイの

中国/ASEAN/日本とのサプラ

イチェーン 

 

（1）タイの関税削減効果が高い

品目は何か 

これまで見てきた国別や業種別の

東アジアの FTA 効果は、全体的な概

要や特徴をとらえ、サプライチェー

ンの総合的な戦略を練る上で不可欠

な判断材料である。しかし、東アジ

アの FTA を活用して、複数の国から

加工品・部品を持ち込み、どの国で

生産を行うかという自社製品などの

調達に関する「サプライチェーン」

を描くには、国別・業種別の関税削

減効果を把握するだけでは不十分で

ある。そのためには、個別品目の関

税削減効果のように、森全体よりも

個々の木の状態を盛り込んだ詳細な

情報が必要になる。 

例えば、「カラーテレビ」は本稿に

おける 14 業種の中で「電気機器・部

品」に属する。今、カラーテレビの

関税削減効果を調べようとした場合、

電気機器・部品の関税削減率では参

考にならない。電気機器・部品は関

税分類の 2 桁である 85 類（電気機器

及びその部分品並びに録音機、音声

再生機並びにテレビジョンの映像及

び音声の記録用又は再生用の機器並

びにこれらの部分品及び附属品）に

対応する。 

関税分類を 2 桁から 4 桁までブレ

イクダウンすると、カラーテレビは

8528 項（モニター及びプロジェクタ
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ー）に含まれる。そして、さらに細

かな 6 桁分類では、8528.72 号（テレ

ビジョン受像機（カラーのものに限

る））に含まれる。日本の関税率表で

は 6 桁から下では 9 ケタまで番号が

設けられており、カラーテレビの中

でも「液晶式のもの」の関税番号は

8528.72.010 になるし、「プラズマ式

のもの」の番号は 8528.72.020 になる。 

東アジアでカラーテレビのサプラ

イチェーンを形成しようとする企業

は、関税番号の 6 桁か 8 桁（日本の

場合は 9 ケタ）までブレイクダウン

をして、東アジア域内の色々な相互

調達のケースにおける関税削減効果

を比較検討することが求められる。 

図 7 は、カラーテレビを含む 25

の代表品目におけるタイの FTA 別

の関税削減率をグラフにしたもので

ある。この 25 の代表品目は、元々は

恣意的に選んだ 50 品目の中から、さ

らにその半分をピックアップしたも

のである。 

この 25 品目の中で、タイの AFTA

を利用した ASEAN からの輸入で関

税削減効果の高い品目は、ミルク及

びクリーム（関税削減率 95％）、緑

茶（90％）、コーヒー牛乳等の甘味飲

料（60％）、清酒・りんご酒などの発

酵酒（60％）、米（52％）、乗用自動

車（62.7％）であった。これ以外に

もトマト、かほちゃ、イチゴ、貨物

自動車の関税削減率は 40％であり、

梨と T シャツなどの肌着は 30％、カ

ラーテレビは 20％、と全体的に関税

削減効果が高い。 

 

（2）FTA 効果から見たタイの 25

品目のサプライチェーンの

形成 

図 7 のように、タイの 25 品目の輸

入で、AFTA/ACFTA/JTEPA のそれぞ

れを使った場合の関税削減率（関税

削減効果）が同等な品目は、トマト、

かぼちゃ、りんご、梨、清酒・りん

ご酒等、T シャツなどの肌着、手工

具、金属鋳造用鋳型枠等、電気回路

用機器等、写真機、らの 10 品目であ

った。 

したがって、タイを最終消費市場

や生産基地又はハブとする場合のサ

プライチェーンの調達を考える時、

これらの 10 品目は関税削減効果の

面では中国・ASEAN・日本のいずれ

から持ち込んでも差が出ないので、

調達先は関税削減効果以外の要因で
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決まることになる。 

また、図7のように、AFTA/ACFTA/ 

JTEPA らの 3 種類の FTA の内、2 つ

の FTA の効果が同等で、他の 1 つの

効果が低い場合の品目は、25 品目の

中でイチゴ、カラーテレビ、電気制

御用・配電用のパネル、メロン、プ

ラスチック製のその他の板・シート、

の 5 品目であった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ タイの 25 代表品目別輸入の ACFTA(中国）/AFTA(ASEAN)/JTEPA(日本）

の効果(2014 年、関税削減率、加重平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）図 1 と同様 
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最初の 3 品目（イチゴ、カラーテ

レビ、電気制御用・配電用のパネル）

は ACFTA の効果が AFTA/JETPA よ

りも低い品目であるため、タイは中

国よりも ASEAN か日本から調達し

た方がよい品目となる。最後のプラ

スチック製のその他の板・シートは、

JTEPA の効果が最も低いので、日本

よりも ACFTA/AFTA を活用して中

国や他の ASEAN から輸入した方が

よい品目である。 

25 品目の中で、残った 10 品目の

内、タイが AFTA を活用して ASEAN

から輸入した時の関税削減効果が 1

番目に高い品目は、ミルク及びクリ

ーム、緑茶、米、コーヒー牛乳等の

甘味飲料、感光性の写真用プレート

等、電動機及び発電機、乗用自動車、

貨物自動車、の 8 品目であった。こ

れらは、タイのサプライチェーン網

の中から調達を検討する時、1 番目

に ASEAN（AFTA 利用）が候補に挙

げられる品目である。 

同様に、10 品目の内、3 つの FTA

の中で 1 番目に日本からの調達

（JTEPA 利用）が候補になる品目は、

印刷機及び部分品と自動車の部分品

の 2 品目である。自動車の部分品に

関しては、タイ政府は既に JTEPA の

運用で、輸入者が自動車か自動車部

品の製造会社で自動車の組み立て製

造に使われる部品であることを条件

に、146 品目を前倒しで関税削減す

ることを表明している。 

本稿のタイの自動車部品の関税削

減効果の分析では、それが約束通り

実行されていることを前提として計

算されている。もしも、タイの税関

で約束した関税削減の実施が進んで

いない場合は、日本からの調達の優

位性はその分だけ低くなる。 

残りの 10 品目のタイの輸入にお

いて、日本からの調達が AFTA に次

いで 2 番目の候補となる品目は、ミ

ルク及びクリーム、コーヒー牛乳等

の甘味飲料、感光性の写真用プレー

ト等、電動機及び発電機、貨物自動

車の 5 品目である。同様に、タイの

輸入で、ACFTA を使った中国からの

調達が AFTA に次いで 2 番目となる

品目は、緑茶、米、乗用自動車の 3

品目である。 

これらの 2 番手の品目は、タイに

おいて、複数の調達先が必要な時に

検討の対象になると考えられるし、

関税削減効果以外の要因とのバラン
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スから ASEAN を飛び越して 1 番目

の調達の対象となりうる。 

なお、残りの 10 品目の中で、タイ

が ACFTA を使い中国から輸入する

時の関税削減効果が 1 番目に高い品

目はゼロであった。ACFTA の関税削

減効果が 2 番目であるのは 3 品目で

あるし、3番目は 7品目であるので、

関税削減効果の面では、代表的な 25

品目におけるタイのサプライチェー

ンの調達先としては、中国は ASEAN

と日本の後塵を拝していると見込ま

れる。
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